
 

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記 

１ 重要な会計方針 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法について 

   有価証券及び投資有価証券は、移動平均法による原価基準を採用する。 

（２）固定資産の減価償却について 

  ア 所有権移転外ファイナンス・リース資産以外の減価償却資産は、定額法に 

   よる減価償却を実施する。 

  イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間 

   中を耐用年数とし、残存価格をゼロとする定額法により減価償却を実施する。 

  ウ リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   は、引き続き通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理を適用している。 

（３）引当金の計上方法 

退職給付引当金は、期末退職給付の要支給額に相当する金額から中小企業退職 

金共済給付額を控除した金額を計上する。 

（４）消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は、税込み方式による。 

２ 基本財産及び特定資産の増減及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 前期残高 当期増加額 当期減少額 当期残高 

特 定 資 産     

退 職 給 与 引 当 資 産 5,922,423 139 0 5,922,562 

減 価 償 却 引 当 資 産 22,096,994 1,927,616 0 24,024,610 

財政運営資金積立資産 45,019,167 0 0 45,019,167 

出 資 金 10,000 0 0 10,000 

合 計 73,048,584 1,927,755 0 74,976,339 

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 当期末残高 

（うち指

定正味財

産からの

充当額） 

（うち一般正

味財産からの

充当金額） 

（うち負債

に対応する

額） 

特 定 資 産     

退 職 給 与 引 当 資 産 5,922,562 (0) (5,922,562) (0) 

減 価 償 却 引 当 資 産 24,024,610 (0) (24,024,610) (0) 



 

財政運営資金積立資産 45,019,167 (0) (45,019,167) (0) 

出 資 金 10,000 (0) (10,000) (0) 

合 計 74,976,339 (0) (74,976,339) (0) 

４ 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

科 目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

建 物 2,270,517 2,270,513  4 

車両運搬具 19,994,250  17,174,136 2,820,114 

什器備品 2,580,610 1,534,801  1,045,809 

リース資産 3,900,960 3,900,960 0 

電話加入権 443,352 0 443,352 

預託金 80,170      0 80,170 

合 計 29,269,859 24,880,410 4,389,449 

５ 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当期債権の当期末残高 

債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当期債権の当期末残高は、次の 

とおりである。 

（単位：円）  

科 目 債権金額 
貸倒引当金の 

当期末残高 
債権の当期末残高 

未 収 金 18,485,502 0 18,485,502 

仮 払 金 2,237,000 0 2,237,000 

立 替 金 249,119 0 249,119 

合 計 20,971,621 0 20,971,621 

６ 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高 

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。 

（単位：円）  

補助金等の

名称 
交付者 

前期末

残高 
当期増加額 当期減少額 

当期末

残高 

貸借対照

表上の記

載区分 

補助金       

運営補助金 国 0 14,000,000 14,000,000 0 - 

運営補助金 市 0 14,000,000 14,000,000 0 - 

合 計 0 28,000,000 28,000,000 0  

 


